
分煙施設の整備に当たっての留意点等について



2

 ⼀般的な流れ（※設置場所や躯体、諸⼿続き等により異なることに留意してください）

①仕様検討 ②発注・施⼯ ③完⼯・供⽤開始
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進め⽅・留意点
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• たばこを吸わない⼈や周囲への配慮※1

• 地下埋設物の確認※2

※1 ⼀般歩⾏動線や近隣建物・家屋の出⼊⼝は避ける、またパーティションやクランクの設置により煙が容易に漏れ出ないようにする
とともに、内部を⽬視しにくくする等

※2 パーティション等を設置の場合、地⾯の採掘が必要な場合があります
【参考】健康増進法

- 第⼆⼗七条においては、喫煙および喫煙場所を定める際には配慮の義務が規定されています
- 庁舎等（第⼀種施設）敷地内に「特定屋外喫煙場所」を設置する場合は、第⼆⼗⼋条及び施⾏規則第⼗五条に

おいて必要な措置が規定されています（喫煙場所の区画・標識の掲⽰・喫煙以外に通常⽴ち⼊らない場所）

設置場所/仕様検討

①仕様検討

必要⾯積の設定

躯体タイプの検討

業者選定

• 1⼈当たりの⾯積は約1.5㎡前後が⽬安

• パーティション、コンテナ等のタイプを検討※3
（バリアフリーへの対応を考慮）

• 設置場所/⾯積/躯体※3検討後、施⼯業者※4を検討
※3 躯体はそれぞれに特徴があり、地域の実情に応じた検討が必要です （参考︓P7~）
※4 塀・フェンスなどの外構⼯事を請け負う施⼯会社・⼯務店に依頼するケースが多いようです
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②発注〜施⼯ ③完⼯〜供⽤開始
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• 施⼯業者と相談のうえ、建築基準法等の法的な要件を満たす強度を確保した構造とする
例）柱︓アルミ・スチール等 パーティション︓ポリカーボネート等
※厚⽣労働省「屋外分煙施設の技術的留意事項について」(p15)も参考にしてください。
※地⾯掘削の場合、上下⽔道やガス、通信等の影響を確認してください

• 上記検討に応じて、図⾯/⾒積を施⼯業者から取得

• 施⼯業者からの説明を受け、躯体の確認および引渡しを実施
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パーティション・コンテナの場合

図⾯・⾒積の取得

発注/施⼯スケジュールの管理

供⽤開始前後の周知
• 分煙施設の利⽤に際し、内部や周囲へのPOP設置などマナーを守った喫煙を促すよう周

知・啓発を推奨

設置確認

• 部材の調達期間も含めた発注から供⽤開始まで要する期間※を予め施⼯業者と相談の
うえ、天候による⼯期遅延も考慮するなど余裕を持った施⼯計画が必要
※躯体タイプや⾯積、⼯事内容により発注から供⽤開始までに要する時間は様々です

• 諸届⼿続き※の確認が必要
※ 例) 道路使⽤許可申請、建築確認申請、市⺠説明会など （参考︓P6）
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分煙施設整備の際に必要な⾏政上の⼿続や申請（例）
◯共通事項

・消防設備等利⽤に障害がないか、消⽕器の設置が必要かどうか等について、管轄消防署に確認。
・コンテナ型の場合は、建築確認や都市計画法に関連する許可が必要となる場合がある。

（例）建築確認︓建築基準法第６条の確認
市街化調整区域等での整備︓都市計画法第２９条の許可
都市計画施設＜緑地、駐⾞場等＞区域内での整備︓都市計画法第５３条の許可

・パーティション型の場合は、建築確認は原則として不要だが、既存の建築物の庇下への設置など、
建築基準法上の改築等にあたる可能性があるときは建築確認が必要となる場合がある。

・建築確認や都市計画法に関連する許可については、管轄の建築部局や都市計画部局に確認。

◯歩道に設置する場合
・道路法第32条第1項（道路占⽤の許可）、道路交通法第77条第1項（道路使⽤の許可）
の許可が必要となる場合があるため、道路管理者や管轄の警察署に確認。

◯公園内に設置する場合
・都市公園法第5条（公園管理者以外の者の公園施設の設置等）の許可が必要となる場合がある
ため公園管理者に確認。

◯河川法に規定する河川区域内または河川保全区域内に設置する場合
・河川法第24条（⼟地占⽤の許可）、第26条（⼯作物の新築等の許可）、第55条（河川保
全区域における⾏為の制限）の許可が必要となる場合があるため、河川管理者に確認。
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【参考】躯体タイプ
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パーティション 閉鎖型（コンテナ）

区画化 躯体タイプの例

閉鎖型（トレーラー）

※例⽰であり、これらのタイプに限定されるものでありません。



閉鎖型（コンテナ等）開放型（パーティション）

イメージ

・路上など設置場所の制限有（建築物）
・施設屋外へ設置する際、建ぺい率・容積率に影響有
・各地域の耐⾵速基準（建設省告⽰）を満たすこと

・路上や広場などでの設置が可能（⼯作物）
・各地域の耐⾵速基準（建設省告⽰）を満たすこと設置条件

・製品サイズは規定されているため、設置場所に応じた
柔軟な対応は困難

・設置場所の条件に応じて、⾯積・⾼さ・形状など
設計の⾃由度が⾼い広さ・⾼さ

・床、壁、天井の構成部材、灰⽫のほか、排気、空調
照明、消防、防犯等の各種設備・壁の構成部材、灰⽫仕様

・排気設備による⼀括排気
→⾼機能脱臭機の導⼊によりにおい低減に期待
（使⽤本数に応じ、フィルターメンテナンスは必須）

・排気設備はなく、⼤気中に拡散・希釈
・パーティションの⾼さ調整や出⼊⼝へのクランク設置な
どで、⼀定の煙・におい対策も可能

排気

・外部からの視認性は低い
→防犯カメラや施錠等の安全対策は必要

・視認性の調整は可能
→開⼝部の拡張、透過性のある建材の選択

安全性
（防犯）

・全天候対応可・⾬、雪、⾵による影響を受けやすい天候影響

・灰⽫清掃、各種設備メンテナンスが必要・灰⽫清掃等メンテナンス 9

参考︓開放型と閉鎖型の⽐較
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上記⾦額は参考値であり、施⼯条件・発注時の各種単価
施設の利⽤状況などにより実際のコストは増減します

参考︓開放型と閉鎖型の事例
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【参考】⺠間事業者等への助成制度
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 令和６年度に⺠間事業者等への助成実績(予定）がある団体（2024年7⽉時点）

東京都 千代⽥区、中央区、港区、新宿区、⽂京区、台東区、墨⽥区、品川区、
⽬⿊区、⼤⽥区、世⽥⾕区、渋⾕区、杉並区、北区、荒川区、板橋区

神奈川県 鎌倉市

愛知県 名古屋市、⽝⼭市

⼤阪府 ⼤阪市

兵庫県 神⼾市

⺠間事業者等への助成制度の状況

 設置場所の確保が困難であるなどの事情により地⽅団体が⾃ら設置及び運営を⾏
うことが難しい場合、⺠間事業者等が実施する分煙施設の整備に対して助成を⾏
うことで整備を進めている事例があります。
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助成制度の事例（名古屋市）

（出典）名古屋市HP「名古屋市屋外分煙施設設置費用助成事業」
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【参考】特別交付税措置
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⺠間事業者等による整備地⽅公共団体による整備

⺠間事業者等※が⾏う屋外分煙施設整備への助成に要す
る経費(事業費の1/2を上限(＝⺠間への補助率1/2))
※たばこの製造業者、卸売業者及び輸⼊業者への助成は除く。

地⽅公共団体が⾏う屋外分煙施設の整備に要す
る経費対象経費

①厚⽣労働省が定める「屋外分煙施設の技術的留意事
項」の具体例に沿って整備されるもの。

②健康増進法における第⼀種施設の敷地内に設置する「特
定屋外喫煙場所」の整備は対象外。

③⼀般に開放され、無料で利⽤できる施設に限る。

①厚⽣労働省が定める「屋外分煙施設の技術的
留意事項」の具体例に沿って整備されるもの

②健康増進法における第⼀種施設の敷地内に設
置する「特定屋外喫煙場所」の整備は対象外

対象施設

事業費の上限︓500万円／施設
助成額の上限︓250万円／施設500万円／施設上限額

措置率0.5（財政⼒に応じた補正あり）措置内容

【参考】「屋外分煙施設の技術的留意事項について」(平成30年11⽉9⽇付健発1109第6号厚⽣労働省健康局⻑通知)(抄)
＜具体例＞
① 壁及び天井で囲まれ、屋外排気設備のある閉鎖系の構造物の場合（コンテナ型）
・ 排気⼝は、天井近くの⾼い位置とし、⼈通りの少ない場所に向いていること
・ 給気⼝（出⼊⼝と兼ねることも考えられる）は、排気⼝の反対側に設置されていること

② 壁で囲まれ、かつ天井が開放された構造物の場合（パーティション型）
・ 壁については、⼀定程度の⾼さ（２〜３メートル程度）があること
・ 出⼊⼝には、⽅向転換のためのクランクがあること（２回以上のクランクがあることが望ましい）
・ 四⽅の壁の下部に、給気⽤の隙間（10〜20センチメートル程度）があること
※ 天井の⼀部を囲う場合には、天井に勾配をつけるとともに、壁と天井の間に⼈通りの少ない場所に向けた排気の
ための開⼝⾯があること

分煙施設整備に関する特別交付税措置



特別交付税措置の留意点

⼿続と交付の時期

総務省への回答に当たって必要な資料等

毎年８⽉〜９⽉ころに各地⽅公共団体の財政担当課を通じて総務省から照会があり、各地⽅公共団体
の回答を踏まえた総務省の算定を経て、翌年３⽉に交付されます。

• 整備した分煙施設に係る事業費・特定財源・助成額の根拠が分かる資料（契約書や予算明細等）
• 整備した分煙施設について、厚⽣労働省が定める「屋外分煙施設の技術的留意事項」の具体例に
沿っていることが分かる資料（仕様書等）

その他
• ⺠間事業者等への助成に要する経費に対する特別交付税措置については、当該地⽅公共団体において
助成制度を有していることが前提となります。
• その他、詳細については、各地⽅公共団体の財政担当課に確認していただくようお願いします。
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